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北九州市告示第２３２号  
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定により

、北九州市ほたる館における使用料の徴収について指定公金事務取扱者を指定

し、公金事務を委託したので、同条第２項の規定により次のとおり告示する。  
令和７年５月１４日  

         北九州市長 武 内 和 久   
指定公金事務取扱者  指定公金事

務取扱者と

して指定し

た日  

指定公金事

務取扱者に

公金事務を

委託した日  

委託期間  
名   称  住   所  

九 州 造 園 ・ グ

リ ー ン ワ ー ク

共同事業体  
代 表 者  株 式

会社九州造園  

北 九 州 市 小

倉 北 区 大 畠

二 丁 目 １ ０

番１号  

令和７年４

月１日  
令和７年４

月１日  
令和７年４月

１日から令和

８年３月３１

日まで  
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北九州市告示第２３３号 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項、第４６条第１項及

び第５３条第１項の規定により、居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者及

び介護予防サービス事業者を指定したので、同法第７８条第１号、第８５条第

１号及び第１１５条の１０第１号の規定により、次のとおり告示する。 

  令和７年５月１４日 

北九州市長 武 内 和 久 

１ 訪問介護 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 指定年月日 

４０７０

３０１５

３８ 

ケアサービス真

心 

北九州市戸畑区

中本町６番３－

４５号 

株式会社Ｈａ

ｒｖｅｓｔ 

令和７年５

月１日 

４０７０

６０２２

６５ 

よりそう 北九州市八幡東

区祇園一丁目９

番１号 アーバ

ン祇園５０５ 

合同会社ゴー 

ゴーカンパニ

ー 

令和７年５

月１日 

２ 訪問看護及び介護予防訪問看護 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 指定年月日 

４０６６

５９０１

７７ 

訪問看護ステー

ション リアラ

イズ 

北九州市若松区

白山一丁目７番

８号 

株式会社リア

ライズ 

令和７年５

月１日 

４０６６

６９１１

８１ 

訪問看護ステー

ション ぷれあ 

北九州市八幡西

区則松一丁目３

番１１号プラゾ

オリジンＡ１０

２号室 

合同会社ぷれ

あ 

令和７年５

月１日 

３ 居宅介護支援 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 指定年月日 

４０７０

４０６４

１０ 

ケアプランセン

ター るぴなす 

北九州市小倉北

区熊本三丁目１

４番４６号 ２

０１ 

株式会社ｈｏ

ｍｅ．ｎ 

令和７年５

月１日 
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北九州市告示第２３４号 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項、第８２条第２項及

び第１１５条の５第２項の規定により、指定居宅サービス事業者、指定居宅介

護支援事業者及び指定介護予防サービス事業者から廃止の届出があったので、

同法第７８条第２号、第８５条第２号及び第１１５条の１０第２号の規定によ

り、次のとおり告示する。 

  令和７年５月１４日 

北九州市長 武 内 和 久 

１ 訪問介護 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 廃止年月日 

４０７０

４０５３

９６ 

ケアサービス石

松 

北九州市小倉北

区清水四丁目３

番３３－７０１

号 

株式会社いい

夫婦 

令和７年４

月３０日 

４０７０

７００９

３７ 

ヘルパーステー

ション はっく

る 

北九州市八幡西

区楠橋東一丁目

５番４８号 

株式会社ベリ

ーフィン 

令和７年４

月３０日 

４０７０

７０８０

６２ 

アグリーライフ

ヘルパーステー

ション 

北九州市八幡西

区千代一丁目７

番１号 

株式会社アグ

リーライフ 

令和７年４

月３０日 

２ 訪問看護及び介護予防訪問看護 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 廃止年月日 

４０６６

６９０７

０４ 

訪問看護ステー

ション マード

レ 

北九州市八幡西

区清納二丁目６

番７号ヴァリア

ス清納１号室 

合同会社マー

ドレ 

令和７年４

月３０日 

４０６６

６９１０

３３ 

Ｒｅｇｕｌｕｓ 

ネオ訪問看護ス

テーション 

北九州市八幡西

区則松六丁目６

番５号 

プレゼンスワ 

ンダー株式会

社 

令和７年３

月３１日 

４０６７

７９０４

５３ 

ニチイケアセン

ター小倉訪問看

護ステーション 

北九州市小倉北

区木町一丁目５

番６号 

株式会社ニチ

イ学館 

令和７年４

月３０日 

３ 福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 廃止年月日 

４０７０

４００８

４３ 

ニチイケアセン

ター小倉南 

北九州市小倉南

区湯川五丁目８

番１８号 第二

平野ビル 1 階 

株式会社ニチ

イ学館 

令和７年４

月３０日 
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４０７０

７０２９

０９ 

ホームヘルプサ

ービス・スマイ

ル 

北九州市八幡西

区香月西三丁目

９番１０号 

株式会社スマ

イル 

令和７年４

月３０日 

４ 特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 廃止年月日 

４０７０

４００８

４３ 

ニチイケアセン

ター小倉南 

北九州市小倉南

区湯川五丁目８

番１８号 第二

平野ビル 1 階 

株式会社ニチ

イ学館 

令和７年４

月３０日 

４０７０

７０２９

０９ 

ホームヘルプサ

ービス・スマイ

ル 

北九州市八幡西

区香月西三丁目

９番１０号 

株式会社スマ

イル 

令和７年４

月３０日 

５ 居宅介護支援 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 廃止年月日 

４０７０

５０４７

８４ 

エムケイケアプ

ラン 

北九州市小倉南

区日の出町一丁

目６番４７号 

一般社団法人 

全国介護福祉 

総合サポート

協会 

令和７年３

月３１日 

４０７０

５０５７

２４ 

ニリエテラスケ

ア ちえたす 

北九州市小倉南

区沼南町二丁目

２番２６－１０

０２号 

株式会社エー 

ルアクティブ 

令和７年４

月３０日 
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北九州市告示第２３５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、認可地縁団体から次のとおり告示事項の変更の届出があった。 

  令和７年５月１４日 

北九州市長 武 内 和 久   

１ 認可地縁団体の名称 

  上の原自治区会第５町内会 

２ 代表者の変更 

変更前後の別 代表者の氏名 代表者の住所 

変更前 今川 順 北九州市八幡西区上の原三丁目１５番

２７号 

変更後 松永信博 北九州市八幡西区上の原三丁目１７番

１６号 

３ 変更年月日 

  令和７年４月１日 
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北九州市告示第２３６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、認可地縁団体から次のとおり告示事項の変更の届出があった。 

  令和７年５月１４日 

北九州市長 武 内 和 久   

１ 認可地縁団体の名称 

  八幡西区的場自治町内会 

２ 代表者の変更 

変更前後の別 代表者の氏名 代表者の住所 

変更前 小濱くるみ 北九州市八幡西区的場町２１番１２号 

変更後 岩﨑浩之 北九州市八幡西区的場町２３番１５号 

３ 主たる事務所の変更 

変更前後の別 主たる事務所の所在地 

変更前 北九州市八幡西区的場町２１番１２号 

変更後 北九州市八幡西区的場町２３番１５号 

４ 変更年月日 

  令和７年４月１日 
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北九州市告示第２３７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、認可地縁団体から次のとおり告示事項の変更の届出があった。 

  令和７年５月１４日 

北九州市長 武 内 和 久   

１ 認可地縁団体の名称 

  中町町内会 

２ 代表者の変更 

変更前後の別 代表者の氏名 代表者の住所 

変更前 溝上 恵 北九州市八幡西区木屋瀬三丁目１４番

８号 

変更後 北﨑眞一 北九州市八幡西区木屋瀬三丁目１３番

８号 

３ 変更年月日 

  令和７年４月１日 
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北九州市告示第２３８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、認可地縁団体から次のとおり告示事項の変更の届出があった。 

  令和７年５月１４日 

北九州市長 武 内 和 久   

１ 認可地縁団体の名称 

  槻田第一区松尾第４自治町内会 

２ 代表者の変更 

変更前後の別 代表者の氏名 代表者の住所 

変更前 楠田正博 北九州市八幡東区松尾町２１番２６号 

変更後 諏訪下司 北九州市八幡東区松尾町２１番２８号 

３ 変更年月日 

  令和７年４月２０日 
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工事名
工事場所
工事内容
工期
予定価格
総合評価落札
方式

共同企業体の
結成基準

構成員の数・
出資比率

（１）　自主結成方式とし、構成員（代表者及び代表者以外の構成員をいう。以
　下同じ。）の数は２社又は３社とする。
（２）　構成員の出資比率は、２社の場合は１００分の３０以上、３社の場合は
　１００分の２０以上であること。
（３）　構成員は、この工事について結成された他の共同企業体の構成員でない
　こと。
建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有して
いること。

登録工種 電気工事（希望順位を問わない。）
等級（注２） Ａ
許可 電気工事業について特定建設業の許可を受けていること。

その他

北九州市（上下水道局、交通局及び公営競技局を含む。以下「本市」という。）
から指名停止を受けている期間中でないこと。
各構成員は、「門司港地域複合公共施設新築工事」又は「門司港地域複合公共施
設新築機械工事」に参加しようとする共同企業体の構成員でないこと。

指数
令和５・６年度北九州市建設工事入札参加資格審査申請の際に提出した経営規模
等評価結果通知書総合評定値通知書の「建設工事の種類」「電気」の「総合評定
値（Ｐ）」が１，３００点以上であり、構成員中最大であること。

所在地
北九州市内に、本店、主たる営業所、支店又は営業所のいずれもない者であって
も競争参加することができる。

出資比率 出資比率が構成員中最大であること。
次の条件を満たす国、法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第一に掲げる公
共法人又は建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第１８条の法人が
発注した電気工事を元請として施工した実績を有すること。ただし、共同企業体
の構成員としての実績は、代表者であるものに限る。
（１）　当初契約金額が１億円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）で
　、受変電設備を含む工事であること。
（２）　平成２７年度以降に受注し、令和７年３月３１日までに完成又は引渡し
　が完了していること。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（開札日において雇用
関係が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）を
専任で配置することができること。

所在地 本店又は主たる営業所が北九州市内にあること。

実績

令和２年度以降、本市が発注した予定価格２５０万円を超える額（消費税及び地
方消費税相当額を含む。）の電気工事（信号機若しくは電気計装設備に係る工事
又は軽微な工事（注３）を除く。）について、単体又は共同企業体の構成員とし
て指名の実績（一般競争入札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の
実績があること。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）又
は主任技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を専任で配置す
ることができること。

その他

この契約は、北九州市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和
３９年北九州市条例第８１号）第２条の規定により北九州市議会（以下「市議会」という。）
の議決に付さなければならない工事の請負契約であるため、落札の決定後、仮契約書により仮
契約を締結し、本契約は市議会の可決の日をもって成立するものとする。この入札の落札者は
、落札決定の日から北九州市（以下この項において「本市」という。）が指定する日までに、
本市と仮契約を締結しなければならない。なお、市議会で否決された場合は、本契約を締結し
ない。この場合、本市は本契約が成立しないことによる補償は行わない。

１　工事概要

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。） 共同企業体の

代表者の条件

共同企業体の
構成員の資格

登録

実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　武　内　和　久 　　
門司港地域複合公共施設新築電気工事
北九州市門司区清滝二丁目４番ほか
門司港地域複合公共施設の新築電気工事
請負契約締結の日から令和１０年３月２７日まで

北九州市公告第３２３号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和７年５月１４日

共同企業体の
代表者以外の
構成員の条件

１１億８８２万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）

適用する。
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場所

期間

４　入札の中
　止
５　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
６　入札書の
  受付期間

場所

日時

最低制限価格

入札保証金

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

７　開札の場
  所及び日時

北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

（１）　令和７年６月５日及び同月６日　午前９時から午後７時まで
（２）　令和７年６月９日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から令和７年５月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　令和７年５月２７日　午前９時から正午まで

令和７年６月２４日　午前９時４０分

この工事に関連する「門司港地域複合公共施設新築工事」が入札不成立となった場合は、この工事の入札を中
止する。

注４　この公告第３項及び第５項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

１０　その他

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
　）とする。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札
（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

（３）　この工事は、平成筑豊鉄道株式会社及び九州旅客鉄道株式会社の線路近接工事に該当するため、線路
　近接作業の際は、一般社団法人日本鉄道施設協会の認定する工事管理者の資格を有する者等を常時配置する
　こと。なお、詳細については、現場説明書を確認すること。

８　入札及び
  契約に関す
  る条件

設けない。

免除する。

契約保証金
ずれかに該当する場合は、免除する。

注３　北九州市工事執行規則（昭和４９年北九州市規則第７７号）第１８条の規定による軽微な工事をいう。

９　入札の無
　効

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい

　規定する有資格業者名簿をいう。
注２　令和５・６年度建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。
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工事名

工事場所

工事内容

工期

予定価格

総合評価落札
方式

その他

共同企業体の
結成基準

構成員の数・
出資比率

（１）　自主結成方式とし、構成員（代表者及び代表者以外の構成員をいう。
　以下同じ。）の数は２社又は３社とする。
（２）　構成員の出資比率は、２社の場合は１００分の３０以上、３社の場合
　は１００分の２０以上であること。
（３）　構成員は、本件工事について結成された他の共同企業体の構成員でな
　いこと。

登録
建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有し
ていること。

登録工種 管工事（希望順位を問わない。）

等級（注２） Ａ

許可 管工事業について特定建設業の許可を受けていること。

その他

北九州市（上下水道局、交通局及び公営競技局を含む。以下「本市」という。
）から指名停止を受けている期間中でないこと。
各構成員は、「門司港地域複合公共施設新築工事」又は「門司港地域複合公共
施設新築電気工事」に参加しようとする共同企業体の構成員でないこと。

指数
令和５・６年度北九州市建設工事入札参加資格審査申請の際に提出した経営規
模等評価結果通知書総合評定値通知書の「建設工事の種類」「管」の「総合評
定値（Ｐ）」が１，１００点以上であり、構成員中最大であること。

所在地
北九州市内に、本店、主たる営業所、支店又は営業所のいずれもない者であっ
ても競争参加することができる。

出資比率 出資比率が構成員中最大であること。

実績

次の条件を満たす国、法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第一に掲げる
公共法人又は建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第１８条の法
人が発注した管工事（都市ガス又はＬＰガスに係る工事を除く。）を単体又は
共同企業体で元請として施工した実績を有すること。ただし、共同企業体の構
成員としての実績は、代表者としてのものに限る。
（１）　当初契約金額が１億円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）
　であること。
（２）　平成２７年度以降に受注し、令和７年３月３１日までに完成し、又は
　引渡しが完了していること。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（開札日において雇
用関係が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。
）を専任で配置することができること。

所在地 本店又は主たる営業所が北九州市内にあること。

実績

令和２年度以降、本市が発注した予定価格２５０万円を超える額（消費税及び
地方消費税相当額を含む。）の管工事（都市ガス若しくはＬＰガスに係る工事
又は軽微な工事（注３）を除く。）について、単体又は共同企業体の構成員と
して指名の実績（一般競争入札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契
約の実績があること。

。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。

共同企業体の
代表者の条件

１　工事概要

年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号

共同企業体の
代表者以外の
構成員の条件

この契約は、北九州市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和
３９年北九州市条例第８１号）第２条の規定により北九州市議会（以下「市議会」という。）
の議決に付さなければならない工事の請負契約であるため、落札の決定後、仮契約書により仮
契約を締結し、本契約は市議会の可決の日をもって成立するものとする。この入札の落札者は
、落札決定の日から北九州市（以下この項において「本市」という。）が指定する日までに、
本市と仮契約を締結しなければならない。なお、市議会で否決された場合は、本契約を締結し
ない。この場合、本市は本契約が成立しないことによる補償は行わない。

北九州市公告第３２４号

　　令和７年５月１４日

適用する。

共同企業体の
構成員の資格

　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　武　内　和　久
門司港地域複合公共施設新築機械工事

北九州市門司区清滝二丁目４番ほか

門司港地域複合公共施設の新築機械工事

請負契約締結の日から令和１０年３月２７日まで

１９億９，３７３万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）
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技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）
又は主任技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を専任で配
置することができること。

場所

期間

４　入札の中
　止

５　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間

６　入札書の
　受付期間

場所

日時

最低制限価格

入札保証金

契約保証金

　規定する有資格業者名簿をいう。
注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者
　登録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

７　開札の場
　所及び日時

北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

この工事に関連する「門司港地域複合公共施設新築工事」が入札不成立となった場合は、この工事の入札を
中止する。

（１）　令和７年６月５日及び同月６日　午前９時から午後７時まで
（２）　令和７年６月９日　午前９時から午後４時３０分まで

令和７年６月２４日　午前９時２０分

免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

８　入札及び
　契約に関す
　る条件

設けない。

注４　この公告第３項及び第５項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

９　入札の無
　効

１０　その他

注２　令和５・６年度建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札

（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（３）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５
　６）とする。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

（１）　この公告の日から令和７年５月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　令和７年５月２７日　午前９時から正午まで

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

注３　北九州市工事執行規則（昭和４９年北九州市規則第７７号）第１８条の規定による軽微な工事をいう。

北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
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北九州市公告第３２５号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次 

の開発行為に関する工事が完了したことを公告する。 

  令和７年５月１４日 

北九州市長 武 内 和 久   

開発区域又は工区に含まれる地域の

名称 
開発行為者 

北九州市小倉南区葛原元町二丁目１

６７２番 1、１６７２番５の一部、

１６７２番７から１６７２番１４ま

で、１６７５番７の一部、１６７５

番８から１６７５番１１まで、１６

８１番１、１６８１番３の一部、１

６８１番５から１６８１番１１まで

及び無番のうち 

北九州市小倉南区下貫一丁目４番

９号   

有限会社立花興産   

代表取締役 立花和寛   
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北九州市上下水道局公告第５７号 

一般競争入札により、借入れ及び保守業務契約を締結するので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市上下水

道局契約規程（昭和３９年北九州市水道局管理規程第２５号。以下「契約規程

」という。）において準用する北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第

２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により次のとおり公

告する。  

  令和７年５月１４日 

北九州市上下水道局長 廣 中 忠 孝   

１ 調達内容 

（１） 件名及び数量 北九州市上下水道局公用自動車借入れ及び保守業務

契約（Ｒ７－３） 一式 

（２） 履行の内容等 仕様書で定めるとおり 

（３） 履行期間 令和８年２月２１日から令和１２年２月２０日まで 

（４） 履行場所 北九州市上下水道局が指示する場所 

（５） 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載

された金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（

当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるもの

とする。）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金

額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

次の各号のいずれにも該当する者であること｡ 

（１） 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること

。 

（２） 北九州市上下水道局物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審

査等に関する規程（平成７年北九州市水道局管理規程第２号）第２条にお

いて準用する北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等

に関する規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業

者名簿（以下「有資格業者名簿」という。）に記載されていること。 

（３） 北九州市から指名停止を受けている期間中でないこと。 

３ 競争入札参加資格審査の申請 

この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格業者名簿に記載

されていないものは、北九州市技術監理局契約部契約制度課（電話 ０９３

－５８２－２５４５）に本入札に参加を希望する旨を告げた上で、令和７年
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５月２１日まで（日曜日及び土曜日を除く。）に競争入札参加資格審査申請

を行わなければならない。 

４ 入札手続等 

（１） 契約条項を示す場所及び期間 

ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号 

       北九州市上下水道局広域・海外事業部広域事業課 

  イ 期間 この公告の日から令和７年６月１７日まで（日曜日及び土曜日

を除く。）の毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

（２） 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所において無償で交

付する。 

（３） 入札説明会 入札説明会は、行わないものとする。 

（４） 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札に参加を希

望する者は、令和７年５月２１日まで（日曜日及び土曜日を除く。）に競

争参加の申出書を北九州市上下水道局広域・海外事業部広域事業課に提出

しなければならない。 

（５） 電送及び郵送による入札は、認めない。 

（６） 入札及び開札の場所及び日時 

  ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号 

小倉北区役所庁舎西棟地下２階第一入札室 

  イ 日時 令和７年６月１８日午前１０時 

５ その他 

（１） 契約手続において使用する言語及び通貨 

  ア 言語 日本語 

 イ 通貨 日本国通貨 

（２） 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、契約規程におい

て準用する契約規則第５条第７項各号のいずれかに該当する場合は、免

除する。 

  イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、契約規程におい

て準用する契約規則第２５条第７項第１号又は第３号のいずれかに該当

する場合は、免除する。 

（３） 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札 

  イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札 
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  ウ 契約規程において準用する契約規則第１２条各号のいずれかに該当す

る入札 

（４） 落札者の決定方法 契約規程において準用する契約規則第１３条第

１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て入札を行った者を落札者とする。  

（５） 契約書作成の要否 要 

（６） 契約書作成に要する費用は、全て落札者の負担とする。 

（７） この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在

地等 

北九州市上下水道局広域・海外事業部広域事業課 

   〒８０３－８５１０ 北九州市小倉北区大手町１番１号 

   電話 ０９３－５８２－３１４１ 
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